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沖縄振興開発金融公庫

沖縄公庫  
経済対策の取組み
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経済対策における中小企業金融施策（平成２０年度）

－安心実現のための緊急総合対策（平成20年8月29日）－
（第3の目標）新価格体系への移行と成長力強化

7.中小企業等活力向上対策
（1）中小・零細企業等への支援

・セーフティネット貸付の強化
・中小・零細企業金融の円滑化等

－生活対策（平成20年10月30日）－
（第2の重点分野）金融・経済の安定強化

５.中小・小規模企業等支援対策

・日本政策金融公庫等によるセーフティネット

貸付の金利や貸付条件の見直しを含めた拡充等
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１. 貸付制度の拡充（生活対策関連）

（１）セーフティネット貸付制度
（平成２１年１月３０日実施。下線部分が拡充部分）

制度名
経営環境変化対応資金 金融環境変化対応資金

貸付対象
○社会的、経済的環境の変化により売上や利

 
益が減少する等、業況が悪化している方

○金融機関との取引状況の変化等により、資金繰り

 
に困難を来している方

○国際的な金融不安や経済環境の変化を背景に、取

 
引金融機関から借入残高の減少等の取扱いを受け

 
ている方

資金使途
＜中小企業等資金＞運転資金、設備資金
＜生活衛生資金＞

 

運転資金
＜中小企業等資金＞運転資金、設備資金
＜生活衛生資金＞

 

運転資金

貸付限度

＜中小企業資金＞
４億８,０００万円→７億２,０００万円

＜生 業 資 金 ＞

 

４,８００万円
＜生活衛生資金＞

 

５,７００万円

＜中小企業資金＞

 

別枠

 

３億円
＜生 業 資 金 ＞

 

別枠

 

４,０００万円
＜生活衛生資金＞

 

別枠

 

４,０００万円

貸付期間
運転資金

 

８年以内
設備資金

 

１５年以内
運転資金

 

７年以内→８年以内
設備資金

 

１５年以内

据置期間
運転資金

 

３年以内
設備資金

 

３年以内
運転資金

 

２年以内→３年以内
設備資金

 

３年以内

利 率
基準利率（ただし、最近の売上、利益率等が減少するなど業績が特に悪化している方の運転資金は「基

準利率－０．３％」）
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制度名 拡充等の内容

自由貿易地域等特定地域振興資金貸付 ・運転資金の貸付期間（７年以内→８年以内）

沖縄特産品振興貸付
・運転資金の貸付期間（７年以内→８年以内）
・運転資金、設備資金の据置期間（２年以内→３年以内）

沖縄観光国際交流拠点整備貸付
・運転資金の貸付期間（７年以内→８年以内）
・運転資金、設備資金の据置期間（２年以内→３年以内）

沖縄創業者等支援貸付
・貸付対象を拡充
事業化（多角化含む）、新規開業しておおむね５年以内→７年以内

・運転資金の貸付期間（７年以内→８年以内）

沖縄離島振興貸付 ・運転資金の貸付期間（７年以内→８年以内）

沖縄情報通信産業支援貸付
・運転資金の貸付期間（７年以内→８年以内）
・運転資金の据置期間（２年以内→３年以内）

沖縄中小企業経営基盤強化貸付
・運転資金の貸付期間（７年以内→８年以内）
・設備資金の据置期間（２年以内→３年以内）

（２）沖縄公庫独自貸付制度
（平成２１年１月３０日実施。下線部分が拡充部分）
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（参考）セーフティネット貸付の拡充推移

貸付条件の概要
成長力強化への

早期実施策
原油等価格
高騰対策

安心実現のための
緊急総合対策

生活対策

（平成２０年４月１日現在） （平成２０年４月２５日） （平成２０年７月７日） （平成２０年１０月１日） （平成２１年１月３０日）

　 社会的な要因による業績悪化により
資金繰りに支障をきたしていること
　 最近の決算期における売上高が前期
に比し10％以上減少していること　等

○対象要件の緩和
　　・売上高減少割合：前期比5％以上減少
　　　（平成２２年３月末まで）

中小 　4億8,000万円（基本資金と通算） 　4億8,000万円→7億2,000万円（平成２２年３月末まで）

生業 　　　4,800万円（基本資金と通算）

生衛 　　　5,700万円（振興資金貸付と通算）

○運転資金の貸付期間延長
　（最長７年→最長８年）
（平成２２年３月末まで）

○据置期間の延長（最長２
年→最長３年）
　（平成２１年３月末まで）

　　・取扱期間の延長
　（平成２２年３月末まで）

　 基準利率
○貸付利率の引き下げ
　 最近の売上、利益率等が減少するなど業績が特に悪化している方
の運転資金　基準利率－０.３％（平成２２年３月末まで）

中小
　 別枠1億5,000万円
　  （平成２１年３月３１日までは2億円）

○別枠額の増額、期限の延長
　　・平成２２年３月３１日までは3億円

生業
生衛

　 別枠3,000万円
　　・別枠額の取扱期限の延長
　　　（平成２２年３月末まで）

　 運転資金
○資金使途の追加
　　・設備資金を追加（平成２２年３月末まで）

　 運転資金　最長７年以内
　               （最長２年以内）

　

○設備、運転資金の貸付期間延長
　　　（設備：最長１５年、運転：最長７年→最長８年）
○設備、運転資金の据置期間延長
  　　（設備：最長３年、運転：最長２年→最長３年）
　　　（平成２２年３月末まで）

　 基準利率
○貸付利率の引き下げ
　 最近の売上、利益率等が減少するなど業績が特に悪化している方
の運転資金　基準利率－０.３％（平成２２年３月末まで）

○貸付対象の追加
　 国際的な金融不安や経済環境の変化を背景に、取引金融機関から
借入残高の減少等の取扱いを受けている方（平成２２年３月末まで）

　　　　 ※　生活衛生資金については、運転資金のみの取扱い。

貸付期間
（うち据置期間）

○別枠額の増額　→　別枠4,000万円
（平成２１年３月末まで）

貸付利率

金
融
環
境
変
化
対
応
資
金

資金使途

○限度額の拡充
　・基本資金、振興資金貸付
　　との限度額通算を撤廃
　（平成２１年３月末まで）

　　・取扱期間の延長
　　（平成２２年３月末まで（中小は基本資
金廃止））

経
営
環
境
変
化
対
応
資
金

貸付利率

　 設備資金　最長１５年　（最長２年）
　 運転資金　最長　７年　（最長２年）

融資限度額

融資限度額

融資対象

貸付期間
（うち据置期間）

融資対象
　 金融機関との取引状況の変化により、
一時的に資金繰りが悪化していること等
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安心実現関連特別相談窓口　相談件数の推移（累計）

２．特別相談、制度活用の取組み
（1）窓口相談等の強化～特別相談窓口の開設～

 ・平成19年

 
8月13日

 
「原油・原材料価格上昇に関する特別相談窓口」を開設

 ⇒平成20年

 
9月 24日

 
「『安心実現のための緊急総合対策』中小企業金融特別

 相談窓口」へ改称

 ⇒平成21年

 
1月 30日

 
「『生活対策』中小企業金融緊急特別相談窓口」へ改称

 ・平成20年

 
4月

 
1日

 
「ガソリン・軽油販売関連中小企業金融支援対策特別相談窓口」

 を開設

政府の「安心実現のための緊急総合対策」発動

 

→セーフティネット貸付の対象拡充、貸付期間延長等

政府の「原油等価格高騰対策」発動

 

→セーフティネット貸付の限度額拡充等

「原油・原材料価格上昇に関する特別相談窓口」開設

政府の「生活対策」関連制度の実施
→セーフティネット貸付の対象拡充、金利引き下げ等
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セーフティネット貸付実績
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（2）貸付制度の活用～件数、金額ともに前年同期比約3倍～
 ・平成20年

 
4月25日

 
政府の「成長力強化への早期実施策」に基づき「セーフティネット

 貸付 （金融環境変化対応資金）」等を拡充

 ・平成20年

 
7月

 
7日

 
政府の「原油等価格高騰対策」に基づき「セーフティネット貸付

 （経営環境変化対応資金）」等を拡充

 ・平成20年10月

 
1日

 
政府の「安心実現のための緊急総合対策」に基づき「セーフティ

 ネット貸付（経営環境変化対応資金）」等を拡充

 ・平成21年

 
1月30日

 
政府の「生活対策」に基づき「セーフティネット貸付制度（経営環

 境変化対応資金及び金融環境変化対応資金）」等を拡充
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